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産業観光部 施策３２１ 
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１７ 工房ショップ創出事業（施策３２１） 

～ 内部評価結果 ～ 
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１７ 工房ショップ創出事業（施策３２１） 

～ 外部評価結果 ～ 

（１）委員会意見 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）内部評価の各項目についての個別意見 

  ① 評価上の要改善点 

○ 東京スカイツリー効果で墨田区にマスメディアの目が向いている今こそ、

ブランド育成のための広報活動に力を入れるべきであり、区民の認知度や訪

問者数での評価が必要である。 

○ 区民や観光客の評価を指標に加えたり、その事業のサービスを受ける受け

手の満足度を指標化するなど、実績をあらわす指標の工夫が必要である。 

○ 新たな「工房ショップの認定数」が増えることが望ましいことは言うまで

もない。その一方で、認定累計件数３３件に対して、認定解除件数（廃業数）

は１１件に上る。３割を超える廃業率を低くしていく対策も同時に考える必

要がある。具体的には、工房ショップの創出と同時に、認定済ショップの持

続性をフォローするしくみ、「経営相談件数」のような指標が必要ではない

か。 

○ 本事業は発想も内容もいいが、ブランディングがうまくいっていないため、

停滞していると思われる。そのため、参加人数や参加店舗数ではなく、区民

の認知度、訪問者数を指標として評価するべきである。東京スカイツリー効

果で墨田区にマスメディアの目が向いている今こそ、ブランド育成のための

広報活動に力を入れるべきである。 

 

② 事業改善の方向性 

◆ 必要性・有効性に関する意見 

   ○ すみだ観光の奥深さを創るためにも「小さな博物館」と共に大切な施設で

あり、今後、より大切な街の結び目となる可能性がある。その発展のために 
も３Ｍ運動の次期ビジョンが求められている時期である。 

墨田区の特徴を生かす魅力的な事業であり、今後も推進していくべきである。

しかし、実績をあらわす指標である工房ショップの認定数が２０年度、２１年度

ともに“０”となっており、成果と評価が乖離している。事業開始年度からの累

計認定数や工房ショップに対する区民の認知度、訪問者数など、より正確な事業

評価を行うための指標設定が必要である。 
また、今後は、新たな工房ショップの創出のみならず、既存の工房ショップの

レベルを下げずに持続性をフォローする仕組みや、観光戦略上、工房ショップを

活用していくための課題、さらには、その解決に向けた取組みについて具体的に

言及してほしい。 
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○ ものづくりは墨田区の財産であり、３Ｍ運動は今後も推進していくべきで

ある。しかしながら、小さな博物館も工房ショップも立地の悪い場合が多く、

さらに展示物も少ないため、拡大するには発表の場が必要である。他の墨田

区のイベントに参加してもらって広めれば意欲もわくと思う。また、小さな 
博物館でも商品を販売するなど来訪者を増やす取組みが必要と思われる。 

○ 工房ショップ事業は、見学、体験ができ、来街者も楽しむことができるた

め、観光ルートに組み込むことも面白いのではないか。また、工房のある道

筋や路地に、「江戸野菜菓子通り」や「江戸小紋染小路」などの名前を付け

るのもおしゃれ。既存のものを見直し、再生するとよいと思う。 

○ 観光振興と中小企業のものづくりの発展という2つの目標を同時に追って

いるため、評価が難しいのではないか。集客し注目してもらわなければもの

づくりの発展も無いので、観光をメインと考えて、集客力のある地区に工房

ショップを集中させることを第一と考えるべきではないか。 

○ ３Ｍ運動の新たな展開として、外国から観光に来ている方も訪問してくれ

るような環境づくりや国際マイスター大会の開催など、世界的な規模での発

表の場を設けるような事業まで拡充してはどうか。地域住民の積極的な参加

も見込まれ、墨田区のものづくり技術の発展と、コミュニティの和も広がる

と思われる。 

 

◆ 効率性・協働に関する意見 

○ 工房ショップの創出ありきに陥ることなく、明確な基準のもとに、予算を

執行していること（２０・２１年度の執行額０）は評価できる。 
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産業観光部 施策３２２ 
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１８ 商業活性化すみだプログラム推進事業（施策３２２） 

～ 内部評価結果 ～ 
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１８ 商業活性化すみだプログラム推進事業（施策３２２） 

～ 外部評価結果 ～ 

（１）委員会意見 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）内部評価の各項目についての個別意見 

  ① 評価上の要改善点 

○ 事業が活性化につながっていることが理解できる指標を検討する必要が

ある。例えば、商業活性化のビジョンを立て、そのプロセスの要所、要所を

評価すると良いのではないか。また、商店街の合意形成を％で表すとか、数

値化すると、商店街の方々自身も判断の指針ができるはずである。また、将

来的には、各地区の売上高や集客数を指標としていくことが望まれる。 

○ エリアマネジメントの導入による地域コミュニティの形成、とりわけ「若

手商業者」の会合出席者数や「組織立ち上げ数」などの指標があると良い。

また、当事業の総事業コストは人件費を合わせて２５００万円を超えるが、

事務事業評価シートだけを見る限り、その全てが会合、協議会運営に費やさ

れていると読めてしまう。こうした誤解を招かないよう、商業拠点地区ごと

の事業実績のうち、定量把握可能な指標を最大限指標化すべきである。 

○ プログラム作成と協議機関の設立の段階なので、現時点で適切な評価をす

るのは困難である。協議会における合意形成の必要性については異論ないが、

会合を重ねて出席者が多ければそれでよいわけではなく、協議会設立件数は

指標にならないのではないか。場合によってはゼロベースで指標を考えねば

ならない。 

 

② 事業改善の方向性 

◆ 必要性・有効性に関する意見 

○ 区内の商店街が衰退しているのは、高齢化、後継者不足、時代の変化に対  

応できない等、構造的な衰退である。これを打破するため、大型店を核に消 

費者、地域商店、区と専門アドバイザーが地域発展のグランドデザインを決

めまちづくりと絡めて話し合いを行い、目標に向かって行って欲しい。 

東京スカイツリー建設を契機とした商業活性化への取組みは良いことである

が、現状の評価に留まっており、今後の取組みについても記述すべきである。 
特に、東京スカイツリーの開業効果と事業目標であるコミュニティ形成とを結

びつけ、その相乗効果を発揮させる区の戦略について明記してはどうか。 
また、事務事業評価の指標については、商店街の集客数など商業活性化につな

がっていることが理解できる指標や「商業活性化すみだプログラム」の事業メニ

ュー・計画年限などとも整合性の取れた指標の設定を検討すべきである。 
なお、各商業拠点の具体的な取り組みについては、地域の特性や資源を十分に

把握し、計画を推進していくことが重要である。 



 

98                産業観光部 

 

○ 東京スカイツリー効果に乗って商業活性化に取り組んでいくのは良い。だ

が、商店街というのは観光客だけがターゲットではなく、生活に密着した地

元の人達にとって、スーパーにはない利便性をいかに併せ持っているかとい

うことが重要となってくる。観光客相手と地元住民相手では商店街の戦略も

変わってくると思う。今後、商業拠点地区（6 地区）や、それ以外の商店街

の活性化対策も期待したい。 

○ 協議会内での徹底した情報公開・共有は大前提だが、地域住民への判りや

すい公開・説明・説得（コンセンサス）が必須であり、観光や交通施策など

の他事業・施策との連携など、行政ができることの限界超えに挑戦してほし

い。 

○ １軒の店から魅力的なストリートが形成される場合がある。空間（街）の

ポテンシャル（潜在的な力）を見抜き実践している個店も現れてきているが、

まだ拾い出せる空間、物件は存在するので、そのような空間の拾い出し作業

も有益と考える。 

 

◆ 効率性・協働に関する意見 

   ○ 町会と商店会が連携すると地域の活性化が期待されるが、町会自身の高齢

化などもあり、協議会での合意は難しいと思われる。そのため、お祭りやイ

ベントの運営などにボランティアとして参加してもらうような実績作りが

必要である。また、区主導による事業だと難しい面もあるので、コンペなど

を企画、助成した方が自由な発想でよいかもしれない。 

○ 本事業の内容を見る限り、総花的、玉虫色でリアリティー（現実感）が感

じられないので、少ない予算で「活性化」、「推進」するためにも、対象地域

を限定して、そこに予算を注力して実践し、小さな成功事例を作ることが望

ましい。 
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産業観光部 施策５４３ 
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１９ 小規模企業特別融資資金等の私的債権管理事務（施策５４３） 

～ 内部評価結果 ～  
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１９ 小規模企業特別融資資金等の私的債権管理事務（施策５４３） 

～ 外部評価結果 ～ 

（１）委員会意見 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）内部評価の各項目についての個別意見 

  ① 評価上の要改善点 

   ○ 債権回収金額が指標となっているが、効率的な行政運営の観点からも、処

理された債権１件あたりのコストが外部委託によりどれほど効率化された

かが指標として必要ではないか。 

○ 「委託債権件数の増減数」には評価価値はあまりない。債権回収にこそ当

事業の意義があるので、それを評価できる指標の設定が必要である。また、

回収額は委託債権額の大小により変動するため、委託債権額に対する回収率

を指標とした方がよいのではないか。さらに、新たな債権譲渡額、債権放棄

金額、債権回収の項目に分けた数値目標（％）があればわかりやすい指標に

なるのではないか。 

○ この事業は債権回収に当たって、回収可能性に関する債権分類という部分

と、回収可能と分類された債権の実際の回収に分けられる。従って、実際の

回収額を指標とすることは勿論、前者の回収可能性の分類の適切性を評価す

る指標も工夫する必要がある。 

 

② 事業改善の方向性 

◆ 必要性・有効性に関する意見 

   ○ 区が回収困難であったものを委託することで、専門的技術を持ったサービ

サーが効率的に、実状把握と債権回収を行うことにより、行政のコスト削減

にもつながる。経過年数が２年なので、今後の指標がどう変わっていくか見

ていきたい。 

○ そもそも当事業に関しては、区と金融機関との債権譲渡（損失補償契約）

がどのような内容なのかを明記すべきである。最終的に区が当該債権を負担

する契約が、結果的に金融機関のリスク軽減やモラルハザードなどの問題を 

 

効率的な行政運営の観点からも、外部委託の効果を認識できることが重要であ

る。現在、委託による債権回収額を指標としているが、今後は、債権総額に占め

る回収金の割合などを指標として外部委託の効果を確認できるようにし、それを

もとに当該事業の継続の是非や運用方法などを判断できるようにすべきである。 

また、債権管理を直営で行っていたときと比較するため、直営時の債権回収を

担当した職員の人件費、債権回収額などのデータを示し、費用対効果が明確に理

解できるようにする必要がある。 
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引き起こしていないかを判断するためにも、上記趣旨に即した内容に言及す

べきと考える。 

○ 貸付を受けたお金は返済するのが当たり前のことであり、債権がある以上、

取り立てをして回収に努めてほしい。また、条例に基づく債権放棄ならやむ

をえないのではないか。 

 

◆ 効率性・協働に関する意見 

   ○ サービサーへの委託額に対して回収額がほぼ近似しており、委託する効果

が薄くなっている。今後債権総額があまり増えないのであれば、回収額も減

っていくと思われるため、サービサーへ委託する頻度や委託内容等を変更す

るなど、委託料に対して回収額が最大となるようにした方がいい。 

 




